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情報流通プラットフォーム対処法 

情報流通プラットフォーム対処法 

情報流通プラットフォーム対処法 

情報流通プラットフォーム対処法 

情報流通プラットフォーム対処法 

2 101 14-16行

プロバイダやSNSなどの事業者が被害者から画像情報の送

信を防止する措置を講じるよう申し出を受けた場合，発信者に対し

て防止措置に同意するかどうかを照会して7日を経過しても反論が

なければ防止措置を行うことができると定められているが， 

3 124 2-9行

インターネット上に出回っている情報の中には，個人や法人の権

利を侵害しているものがある。また，誹謗中傷の書き込みをされる

場合もある。このため，権利を侵害している情報や，誹謗中傷の書

き込みを削除してほしいというようなときが出てくるかもしれない。 

 これらに対応するため，旧プロバイダ責任制限法が制定され，手

続きが整備された。その後，2024(令和6)年に特定電気通信によ

る情報の流通によって発生する権利侵害等への対処に関する法律

(情報流通プラットフォーム対処法)に名称を改めて改正された。 

削除 

削除 

情報704　情報セキュリティ



－2－ 

図書の記号・番号 情報 704 

番
号 

訂正箇所 
原       文 訂  正  文 

ページ 行 

4  124 12-14行 

 どの権利侵害を受けた場合，まず，サービスを提供しているプロバ

イダやSNSなどの事業者に，侵害情報の送信を防止する措置を講

じる申し出を行う。申し出を受けたプロバイダやSNSなどの事 

5  124 17-20行 

 あったとき，またはユーザである情報発信者に対して申し出があっ

たことを伝え，情報発信者から7日以内に反論がなかったときに

は，侵害情報送信の防止を行うことができる。この場合，事業者は

防止措置によって生じた被害の賠償を原則として免責される。 

6  124 22行 

  ユーザである情報発信者が防止措置に同意しないという場合も 

7  125 1行 

 ある。この場合は，プロバイダやSNSなどの事業者に侵害情報の

送信防止を行っても 

8  125 18-21行 

 は発信者であるユーザに対して開示してもよいか意見を聴くことに

なっている。また，権利を侵害された者は，裁判所に対し，プロバイ

ダやSNSなどの事業者に発信者情報の開示を命じるよう申し立て

ることができる。申し立てが行われたときは，裁判所は一体的な手

続きによって発信者情報を開示するよう命じることができる。 

 

9  125 側注① 

 

 

 

 

 

 

 

①裁判所は，裁判によら

ずに非訟手続として発信

者情報の開示を命令する

ことができる。このため，

権利を侵害された者は，

プロバイダやSNSなどの

事業者に対する訴訟を起

こすことなく発信者情報

の開示を受けることが可

能になった。 
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10  125 図1 
 

 

 

11  170 
右段7-8

行 

 

  

12  174 
中段52-
53行 

  

13  175 中段8行 

 (削除) 

 

特定電気通信による情報の流通によって発生す 
る権利侵害等への対処に関する法律 

削除 


